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第１章 目的・基本方針 

 

（目的） 

第１条 本行動計画は、中部地方整備局管内又は愛知県下において、震度６弱以

上の地震あるいは津波や風水害等の異常な自然災害、大規模重大事故による災

害など（以下「大規模災害」という）が発生した場合に、災害対策基本法第２

条第６号に規定する指定地方公共機関として、一般社団法人愛知県建設業協会

（以下「愛建協」という）の基本方針、具体的な体制、会員及び職員の行動計

画等を定めることにより､愛建協と災害復旧支援協定（以下「災害協定」という）

を締結している関係行政機関等の要請に応え、愛建協の社会的責任を果たすこ

とを目的とする。 

 

（基本方針） 

 第２条 愛建協は、大規模災害が発生した場合に備え、平常時から一般社団法人

愛知県建設業協会災害支援情報共有システム（ＡＳＪＫ）を活用して、会員の

協力人員、保有資機材の把握に努め、大規模災害発生時には、必要な体制を整

え、愛建協の社会的責任を果たすため、関係行政機関等と連携を取り、救援･

復旧活動に貢献する。 

 

第２章 平常時における防災活動 

 

（平常時における防災活動） 

第３条 愛建協は、前条の基本方針に基づき、次の事項を行う。 

(１) 関係行政機関等との連絡調整をする。 

(２) 関係行政機関等の要請に応じて、災害復旧支援の協力人員及び資機材の

数量等の把握をする。 

(３) 大規模災害発生後、愛知建設業会館在館者への生活面に係る準備（非常

食、飲料水等の確保）。 

(４) 会員は、大規模災害発生時の出動要請に迅速かつ的確に対応できる社内

管理体制を構築するとともに、災害時担当者等が変更となった場合は直ち

に愛建協の事務局へ連絡する。 
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第３章 大規模災害発生時における活動 

 

（災害対策本部の設置） 

第４条 愛建協会長は、次の各号に掲げる場合において、愛建協内に災害対策本

部（以下「災対本部」という）を設置する。 

(１) 愛知県下において、大規模災害が発生した場合、又は発生する恐れがあ

る場合 

(２) 関係行政機関等より、災害復旧支援の要請があった場合 

(３) その他会長が必要と認めた場合 

 

（災対本部の組織） 

第５条 災対本部の組織は、以下のとおりとする。 

(１) 本部長には愛建協会長があたり、災対本部を統括し指揮監督する。 

(２) 副本部長には愛建協副会長があたり、本部長を補佐し､本部長が指揮監督

できないときは、本部長が事前に指名した順序により職務を代行する。 

(３) 災対本部に事務局を設置し、実務を統括する。事務局長は専務理事とす

る。  

 

（災対本部の活動） 

第６条 災対本部は、愛建協が行う災害復旧対応の基本方針を決定し、次の各号

に掲げる業務を行う。 

(１) 災害に関する情報の収集及び伝達 

(２) 関係行政機関等との連絡調整  

(３) 関係行政機関等からの協力要請に基づく災害復旧支援及び会員会社との

調整 

(４) 他県建設業協会との情報連絡 

 

（予備本部の設置） 

第７条 大規模災害により、愛知建設業会館の使用が困難になった場合は、愛建

協会長、副会長又は理事会社の事務所等を予備本部として使用する。 

 

 

 



4 

 

第４章 防災訓練 

 

（防災訓練） 

第８条 愛建協は､災害協定を締結している関係行政機関等が実施する防災訓練

へ積極的に参加するとともに、自主的な防災訓練を定期的、継続的に実施する

ことにより問題点を洗い出し､平常時の取り組み状況の見直しを行う。 

 

第５章 広域的な応援・協力体制 

 

（広域的な応援･協力体制） 

第９条 広域的な大規模災害が発生し､一般社団法人全国建設業協会が災害対策

協力本部を設置し、他府県建設業協会への応援等の要請があった場合、又は隣

接する他県建設業協会から直接応援依頼があった場合は速やかに対応する。 

 

    附 則 

本行動計画は、平成２５年１２月５日から施行する。 

    附 則 

（施行期日） 

１ 本行動計画は、平成２７年９月２９日から施行する。 

（その他） 

２ 本行動計画に必要な事項は、別に定める。 

    附 則 

（施行期日） 

１ 本行動計画は、平成３０年４月２４日から施行する。 

（その他） 

２ 本行動計画に必要な事項は、別に定める。 


